
 

 

重点点検分野（大気分野）に係る 

関係府省の自主的点検結果（調査票） 
 

【分野名】大気環境保全に関する取組 

重点検討項目① 社会情勢の変化を踏まえた新たな課題への対応 

ａ）騒音・低周波音に係る科学的知見の集積と対策の検討 

ｂ）後住者に係る交通騒音問題の未然防止 

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促進 

ｄ）アスベスト飛散、ばく露防止対策 

 

＜調査票整理番号及び施策等の名称＞ 

ａ）騒音・低周波音に係る科学的知見の集積と対策の検討 

1 騒音・振動公害防止強化対策     【環境省】 

 

ｂ）後住者に係る交通騒音問題の未然防止 

2 交通騒音問題の未然防止のための沿道・沿線対策の推進  【環境省】 

 

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促進 

3 ヒートアイランド対策等大気環境保全への取組   【国土交通省】 

4 ヒートアイランド対策の計画的実施    【環境省】 

5 環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関する 

パイロット・モデル事業     【文部科学省】 

6 人工排熱の低減      【経済産業省】 

7 ヒートアイランド対策の計画的実施の推進   【経済産業省】 

8 都市農地の保全      【農林水産省】 

9 地球観測衛星による土地被覆状況や地表面温度のモニタリングに 

関する研究開発      【文部科学省】 

 

ｄ）アスベスト飛散、ばく露防止対策 

10 アスベスト飛散、ばく露防止対策    【環境省】 

11 アスベスト飛散、ばく露防止対策    【厚生労働省】 

12 石綿含有廃棄物無害化処理技術認定（アスベスト飛散、  

ばく露防止対策）      【環境省】 

13 建築物におけるアスベスト対策の推進    【国土交通省】 

 

資料 １－１ 



 

 

重点検討項目② 広域的な取組を重視した大気汚染対策の取組 

ａ）ＰＭ2.5に係る取組 

ｂ）光化学オキシダントに係る取組 

ｃ）東アジア地域における広域大気汚染に係る国際的な取組 

 

＜調査票整理番号及び施策等の名称＞ 

ａ）ＰＭ2.5に係る取組 

14 ＰＭ2.5に係る取組      【環境省】 

 

ｂ）光化学オキシダントに係る取組 

15 光化学オキシダントに係る取組    【環境省】 

16 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）についての事業者による自主的な 

排出抑制の取組の促進     【経済産業省】 

17 大気汚染気象業務      【国土交通省】 

 

ｃ）東アジア地域における広域大気汚染に係る国際的な取組 

18 日中省エネルギー・環境総合フォーラムの開催   【経済産業省】 

19 東アジア地域における広域大気汚染に係る国際的な取組  【環境省】  

20 東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（ＥＡＮＥＴ）を 

通じた取組       【外務省】 

 

 

重点検討項目③ 排出ガス、騒音などの自動車に起因する環境負荷の
低減に向けた取組 

ａ）環境性能に優れた自動車の普及促進の取組 

ｂ）自動車単体規制の取組 

ｃ）エコドライブや公共交通機関利用の促進等交通の環境負荷低減対策や未然防止対策 

などの総合的な取組 

 

＜調査票整理番号及び施策等の名称＞ 

ａ）環境性能に優れた自動車の普及促進の取組 

21 環境・エネルギー対策資金（公害防止関連）   【経済産業省】 

22 クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金  【経済産業省】 

23 水素供給設備設置補助事業     【経済産業省】 

24 環境性能に優れた自動車の普及促進の取組   【国土交通省】 

25 環境性能に優れた自動車の普及促進の取組   【環境省】 

26 次世代自動車の技術開発等を通じた普及促進の取組  【環境省】 



 

 

 

ｂ）自動車単体規制の取組 

27 自動車排出ガス単体規制     【国土交通省】 

28 自動車排出ガス・騒音規制強化等の推進   【環境省】 

 

ｃ）エコドライブや公共交通機関利用の促進等交通の環境負荷低減対策や未然防止対策などの

総合的な取組 

29 エコドライブの普及推進（関係機関団体と連携した取組） 

【警察庁、経済産業省、国土交通省、環境省】 

30 エコドライブの普及推進     【環境省】 

31 公共交通機関の利用促進     【警察庁】 

32 公共交通機関の利用促進     【国土交通省】 

33 公共交通機関の利用促進     【環境省】 

34 自転車の安全な利用環境の整備等   【警察庁、国土交通省】 

35 環境的に持続可能な都市・交通システムへの転換 【国土交通省、環境省】 

36 監視・観測結果の情報提供     【環境省】 

37 高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進・交通安全施設等の整備 【警察庁】 

38 自動車NOx・PM法に基づく自動車排出ガス対策の推進     【環境省】 

 

 

 



整理番号 1 府省名 環境省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

a）騒音・低周波音に係る科学的知見の集積
と対策の検討

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

騒音・振動公害防止強化対策

　風力発電施設等からの騒音・低周波音の発生・伝播状況及び周辺住民への健康影響との因
果関係に係る知見を集積し、新たな立地に際しての対策へ活用するなど、騒音問題の実態解明
の推進、科学的知見の充実を図る。

　一般地域における環境基準の達成状況（道路に面する地域を除く）は、平成12年の集計開始
以来、ほぼ継続して改善の傾向を示している。平成25年度は、全測定地点3,174地点（前年度
3,107地点）で騒音状況の測定を行い、そのうち85.9％（同85.1％）の地点で環境基準に適合し
た。
　騒音に係る苦情の件数は、昭和47年の集計以来、おおむね減少傾向にあったが、平成11年以
降増加に転じており、現在は微増傾向にある。平成25年度の苦情件数は16,717件（前年度
16,518件）だった。

　風力発電施設から発生する騒音・低周波音について科学的知見を集積するため、平成22年度
から平成24年度にかけて、環境総合推進費により風力発電等による低周波音の人への影響評
価に関する研究を実施し、風車騒音の実測データの収集や、低周波音に対するヒトの聴覚生理
心理反応に関する調査等を実施した。また、平成25年度から局長委嘱による｢風力発電施設か
ら発生する騒音等の評価手法に関する検討会｣を設置し、風力発電施設に係る調査、予測およ
び評価手法等について検討を行っている。加えて、平成26年度には上記検討会の下に「風力発
電施設に係る騒音対策技術等に関する分科会｣を設け騒音対策技術の動向把握等を行った。
平成27年度は、引き続き、上記検討会において検討を進めている。

　さらに、低周波音に関する問題については、解決のために広範な知識が要求されることから、
地方公共団体職員を対象に講習会を開催し、苦情解決のために配慮すべき事項の説明や、低
周波音の測定方法等技術的な解説等を行っている。講習会は平成24年度に３回、平成25年度
に６回、平成26年度に４回開催しており、平成27年度は６回開催の予定である。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　　23,027

平成26年度（執行ベース）：　　22,887

平成27年度（当初予算）：　　　23,866

　今後も騒音問題の実態解明の推進、科学的知見の充実を図り、一般地域での環境騒音の達
成率の向上に努めると共に、低周波音を含めた騒音苦情の低減に資する。また、風力発電施設
等からの騒音・低周波音の発生・伝播状況及び周辺住民への健康影響との因果関係に係る知
見を集積し、新たな立地に際しての対策へ活用する。

平成25年度（執行ベース）：　　23,461



整理番号 2 府省名 環境省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応
③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

①-b）後住者に係る交通騒音問題の未然防
止
③-c）エコドライブや公共交通機関利用の
促進等交通の環境負荷低減対策や未然防
止対策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「交通騒音問題の未然防止のための沿道・沿線対策に関するガイドライン」等を活用し、地方公
共団体・関係機関等の本取組に関する理解及び連携を一層促進するとともに、引き続き、効果
的な事例の共有、騒音情報の可視化等の検討を進め、実効性の向上を図る必要がある。

④
・「交通騒音問題の未然防止のための沿道・沿線対策に関するガイドライン」を平成26年４月に
策定、周知した。
・騒音情報の可視化に係る検討を開始した。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

交通騒音問題の未然防止のための沿道・沿線対策の推進

　環境アセスメントや発生源対策等の実施により、交通騒音に係る環境基準の達成状況は、全
体として改善の傾向にあるものの、依然として環境基準が達成されていない状況にある。これ
は、既存の交通施設の沿道・沿線において、従前は人が居住
していなかった地域で宅地開発が行われた結果、後住者に係る新たな騒音問題が発生している
ことも、環境基準の達成率がなかなか改善しない一因と推測される。
　そのため、今後のまちづくりにあたり、騒音問題の未然防止のため、沿道・沿線の騒音状況を
情報提供するなどの誘導施策等により、交通施設とその沿道・沿線地域の土地利用の調和を図
る。

（交通騒音問題の未然防止のための沿道・沿線対策に関するガイドラインの策定・周知）
・後住者に係る騒音問題については、５割を超える地方公共団体（都道府県・市）で問題意識を
持ち、約2割弱で「問題が顕在化」しているものの、未然防止の観点から、具体的な対策が講じら
れている事例は僅かしかなかった。このため、各地で実施されている先進的な事例をもとに、交
通施設と沿道・沿線地域の土地利用の調和を図る各種対策の選択肢を整理し、地方公共団体
の環境部局の担当者が、まちづくりを担当する関係部局や関係機関との連携・協働を円滑に進
め、適切な沿道・沿線対策を選択する上で参照できる指針として、平成26年4月に「交通騒音問
題の未然防止のための沿道・沿線対策に関するガイドライン」を策定。
・ガイドラインは全地方公共団体に配布・HPで公表し、地方公共団体を対象とした各種研修、講
演、会議の場を活用して内容の周知を図るとともに、活用状況に関するアンケートを実施。100を
超える地方公共団体において、今後ガイドラインに基づいて対策を予定又は検討予定とする一
方、事例の妥当性や具体の効果について拡充を求める意見や、個別の対策は関係部局が主体
として行うべきで環境部局が積極的に関与するというガイドラインの趣旨に賛同できないとする
意見も一部ではあった。

（騒音情報の可視化）
・沿道の騒音状況について、騒音規制法に基づき、地方公共団体により自動車騒音の常時監視
が行われ、各地方公共団体により毎年公表されている。また、環境省においても集計結果を報
道発表するとともに、（独）国立環境研究所ホームページ「全国自動車交通騒音マップ」にて広く
結果の周知を図っている。
・新幹線騒音の測定・評価は、地域を代表する地点において行うことを基本としているが、一方
で、沿線住民等により正確に騒音情報を提供することや地域の騒音実態をより正確に把握・評
価することを実現するためには、新幹線鉄道騒音の面的な分布を把握することが重要と考えら
れる。そのためには、適切な精度を持った新幹線鉄道騒音予測手法の確立が必要であり、平成
27年度より、新幹線鉄道騒音予測モデルに関する検討を開始した。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　32,532千円の内数

平成25年度（執行ベース）：　35,616千円の内数

平成26年度（執行ベース）：　30,858千円の内数

平成27年度（当初予算）　：　46,065千円の内数



整理番号 3 府省名 国土交通省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促
進

施策等の名称

施策等の目的・概
要

ヒートアイランド対策等大気環境保全への取組

・平成２５年度は、「ヒートアイランド推進会議」の一員として、「ヒートアイランド対策大綱」を改定
した。

・下記のとおり、総合的なヒートアイランド対策を実施している。
＜人工排熱の低減＞
・省エネルギー性能の優れた住宅・建築物の普及促進
エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法）に基づき、建築主等に対する省エネ基
準等に基づく省エネ措置の努力義務や一定規模以上の新築・増改築等の省エネ措置の届出義
務を課している。また、住宅金融支援機構のフラット35Sによる省エネルギー性能等に優れた住
宅の取得支援を行っている。

・低公害車の技術開発・普及促進
自動車分野における地球温暖化対策及び大気汚染対策を推進する観点から、自動車運送事業
者等による環境対応車（ＣＮＧ車、ハイブリッド車）への買い替え・購入を支援するとともに、他の
地域や事業者による導入を誘発・促進するような自動車運送事業者等による電気自動車（バス・
タクシー・トラック）等の集中的な導入を重点的に支援している。

＜地表面被覆の改善＞
・民間建築物の敷地や官庁施設、公共空間等における緑化等の推進
緑化地域制度や地区計画等緑化率条例制度による建築物の緑化の義務づけ、緑地協定制度
による住民合意に基づく緑化の推進、緑化施設整備計画認定制度による民間事業者自発的な
緑化の推進等により、民有地の緑化を進めている。
また、住宅や建築物の整備に関する各種事業における緑地整備等への補助や、一定割合以上
の空地を有する建築物について容積率制限等の緩和を行う総合設計制度を活用した緑化や
オープンスペースの確保により緑化等を進めている。

・雨水・下水再生水の活用の推進
自治体への財政的支援等により、下水道施設の緑化や開水路等を活用したせせらぎ整備をす
すめるとともに、せせらぎ用水としての雨水、下水再生利用を積極的に推進している。

＜都市形態の改善＞
・水と緑のネットワーク形成の推進
「首都圏の都市環境インフラのグランドデザイン」及び「近畿圏の都市環境インフラのグランドデ
ザイン」に基づく取組の推進、特別緑地保全地区制度等による緑地の保全等により、都市にお
ける水と緑のネットワークの形成を推進する。

・ヒートアイランド現象緩和に向けた都市づくりガイドラインの活用推進
都市を流れる「風の道」を活用する上での配慮事項等を示した「ヒートアイランド現象緩和に向け
た都市づくりガイドライン」の活用を促進することにより、広域、都市、地区のそれぞれのスケー
ルに応じて、都市形態の改善や地表面被覆の改善及び人工排熱の低減等の対策が適切に行
われる都市づくりを推進する。

　「ヒートアイランド対策大綱」に基づき、人工排熱の低減や地表面舗装の改善、都市機能の改
善、観測・監視体制の強化等に取り組む。

施策等の実施状
況・効果

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）



施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

平成25年度（執行ベース）：　　　

平成26年度（執行ベース）：　　　

平成27年度（当初予算）：　　　　

＜ライフスタイルの改善＞
・エコドライブの推進
エコドライブに係る啓発活動やエコドライブ管理機器の導入に対する支援等を通じて、環境に配
慮した自動車の使用を推進している。

＜観測・監視体制の強化＞
・「ヒートアイランド監視報告」を毎年公表し、都市域における気候変化、ヒートアイランド現象の
実態把握等に関する最新の知見及び情報を提供
過去の長期観測データや数値シミュレーションモデルを活用して、ヒートアイランド現象の実態監
視とその要因分析を行い、それらの結果を「ヒートアイランド監視報告」等として提供している。ま
た、現状の都市気候をよりよく再現するための数値シミュレーションモデルの精緻化により、監視
報告の充実を図っている。

平成24年度（執行ベース）：　　　

　引き続き、大綱に基づき、空調システムや自動車による人工排熱を低減するための省エネル
ギー性能の向上の推進、地表面の高温化等を防ぐための緑化・水の活用や、「風の道」に配慮
した都市づくり等の取組を進める。

施策等の予算額
（千円）



整理番号 4 府省名 環境省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促
進

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

「水環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

ヒートアイランド対策の計画的実施

　平成25年度に改正されたヒートアイランド対策大綱に基づき、ヒートアイランド対策を計画的に
実施する。

（ヒートアイランド対策の計画的実施）
　平成25年には、現行のヒートアイランド対策大綱に「人の健康への影響等を軽減する適応策の
推進」を加え、大綱の見直しを行った。
　平成27年には、関係省庁連絡会議を開催し、関係省庁による対策の進捗状況を整理し、ヒート
アイランド対策の計画的実施に努める予定である。
（人の健康への影響等を軽減する適応策の推進）
　平成25年度から３ヶ年でヒートアイランド現象への適応策のモデル事業を実施した。
　平成27年度は、街路空間における適応策を効果的に導入するための考え方や効果的な技術
の事例、導入効果の評価手法等について整理する予定である。また、都市部の余剰地下水等を
活用した低炭素型都市環境創出に資する暑熱対策技術についてモデル的な事業を実施し、効
果を検討する。
（暑さ指数の公表）
　暑熱回避行動による熱ストレスの低減を促すため、気象データより全国各地における暑さ指数
（WBGT）の実況値・予報値を算出し、ホームページで公表している。
　平成25年度には1150万件、平成26年度には1400万件のアクセスがあった。
　平成27年度も引き続き情報の提供を行う予定である。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　　 62,206

平成26年度（執行ベース）：　　 70,031

平成27年度（当初予算）：　　　147,390

　引き続き、ヒートアイランド対策大綱に基づき、ヒートアイランド対策の計画的実施の促進及び
暑熱環境への適応策の推進に取り組む

平成25年度（執行ベース）：　 　87,431



整理番号 5 府省名 文部科学省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促
進

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進に関するパイロット・モデル事業

　環境を考慮した学校施設（エコスクール）を普及・啓発するため、文部科学省が農林水産省、
経済産業省及び国土交通省と連携して、パイロット・モデル事業を実施している。具体的には、
内装の木質化については農林水産省と、太陽光発電及び熱利用設備等については経済産業省
と、建築物の省CO２化については国土交通省とそれぞれ協力しつつ、環境教育の教材として活
用できる環境を考慮した学校施設の整備に対し国庫補助を行う。
○環境を考慮した学校施設（エコスクール）の整備推進【文部科学省ホームページ】
　　http://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/ecoschool/

・平成9年から開始し、平成24年度までに全国で1,564校を認定した。
・平成25年度は、112校をモデル校として認定。
・平成26年度は、80校をモデル校として認定。
・平成27年度は、モデル校として４４校を認定する予定。(H27.6月現在)

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　124,581（百万円）の内数　　

平成25年度（執行ベース）：　127,075（百万円）の内数

平成26年度（執行ベース）：　127,077（百万円）内数

平成27年度（当初予算）：　　 204,874（百万円）内数

　本施策の実施により、太陽光発電等の再生可能エネルギー設備の導入や校舎等の断熱性の
向上、地域の木材等の活用等を支援し、整備された学校施設を環境教育の教材として活用する
ことで、ESDの普及と活性化を促進している。
　今後も引き続き、環境教育の教材として活用できる環境を考慮した学校施設の整備推進に取
り組む。



整理番号 6 府省名 経済産業省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促
進

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：0円

平成25年度（執行ベース）：2,794,000千円

平成26年度（執行ベース）：2,248,000千円

平成27年度（当初予算）：なし　　　

　申請が当初の想定を下回る結果となったが、普及拡大に向けて、費用対効果の低さが大きな
ハードルとなっていることが判明したため、補助事業は既に終了。今後、導入補助以外の支援
策も含めて、普及に向けてどのような施策が必要かを検討する必要がある。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

人工排熱の低減

　省エネルギーの推進により、空調システム、電気機器、燃焼機器、自動車などの人間活動から
排出される人工排熱を低減させる。

　事業者が工場排熱などの未利用熱を利用した場合のエネルギー消費量をゼロとカウントし、一
次エネルギー削減の取組を省エネ法の中で評価している。また、平成25年度、26年度では排熱
を回収して利用するボイラーなどの省エネ設備の導入に際し、一定以上の省エネ効果が認めら
れる場合にその費用の一部を補助する制度を実施した。
●次世代型熱利用設備導入緊急対策事業（平成24年度～平成26年度）
平成24年度予備費で措置され、平成25年度は180件、平成26年度は120件の廃温水熱利用蒸
気発生装置や廃熱回収ボイラー等が導入された。



整理番号 7 府省名 経済産業省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促
進

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：なし　　　　

平成25年度（執行ベース）：なし　　　　

平成26年度（執行ベース）：なし　　　　

平成27年度（当初予算）：なし　　　　

　環境性能に優れた自動車の普及は進みつつあるものの、「新車販売に占める次世代自動車
の割合を、2020 年までに20％～50％とする」という政府目標の達成に向け、更なる普及促進を
図る必要がある。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

ヒートアイランド対策の計画的実施の推進
・自動車重量税・自動車取得税の減免
・自動車税のグリーン化
・低公害車等の導入に係る融資制度

　自動車重量税及び自動車取得税の減免・自動車税のグリーン化等の税制上の支援措置、低
公害車等の導入に係る融資制度を実施することにより、環境性能に優れた自動車の普及を促
進する。

平成24年度から平成26年度までにおける上記施策を見直し・延長等により、次世代自動車は増
加している。
＜新車販売台数に占める次世代自動車の割合＞
平成22年度　12％
平成24年度　21％
平成25年度　23％
平成26年度　24％
※次世代自動車：電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車、クリーンディー
ゼル自動車



整理番号 8 府省名 農林水産省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促
進

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

平成24年度（執行ベース）：なし　　　　

都市農地の保全

　都市農地は、新鮮な食料の供給、農業体験の場の提供、防災空間の確保等の多様な役割を
果たしている。また、樹林地等とともに都市の緑を形成する主要な要素にもなっており、ヒートア
イランド現象の緩和、大雨の際の雨水の保水、地下水の涵養等により、国土・環境の保全の役
割を果たしている。
　これらの役割の重要性を踏まえ、都市農地の保全に向けた施策を実施している。

平成25年度（執行ベース）：「農」のある暮らしづくり交付金：550,000千円

　都市農業振興基本法に基づき、引き続き、都市農業の振興や都市農地の保全に関する施策
を推進し、更なる施策の充実に向け検討を進める。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

　これまで、都市及びその周辺の地域において、「農」のある暮らしづくり交付金の活用等によ
り、住民・NPO・農業者等が行う多様な活動や、都市農業の振興のための施設の整備を推進し、
都市農地の保全を図ってきた。

平成27年度（当初予算）：なし

施策等の予算額
（千円） 平成26年度（執行ベース）：「農」のある暮らしづくり交付金：580,000千円　　　　



整理番号 9 府省名 文部科学省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｃ）ヒートアイランド対策の計画的実施の促
進

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

地球観測衛星による土地被覆状況や地表面温度のモニタリングに関する研究開発

　地表面の被覆や利用状況（土地利用・土地被覆）のモニタリングと時間変化は、都市化の進展
やヒートアイランド現象を評価する上で重要なファクターである。
　JAXAでは、地球観測衛星「だいち」搭載の光学センサ(AVNIR-2)で取得されたデータを用い
て、空間解像度30mという細かさで土地被覆分類図を作成し、一般へ公開している。
　また、2016年度打上げ予定の衛星「GCOM-C」では、空間解像度250mで昼夜の地表面温度を
観測することにより、従来の数十キロ間隔のアメダスより細かな温度分布や河川、森林、人工物
等の影響評価に資する観測データを取得する。

　「だいち」による国内の土地被覆分類図は、アルゴリズムの更新や教師情報の追加を行い高
精度化を進めている。同様のアルゴリズムを過去及び将来の衛星データに適用することで、土
地被覆状況の時間変化を定量的に把握できることが期待される。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：ALOSの運用（731,847千円）の一部、GCOM-Cの開発（3,790,933）の
一部

平成25年度（執行ベース）：ALOSの運用（673,719千円）の一部、GCOM-Cの開発（7,900,779）の
一部

平成26年度（執行ベース）：ALOSの運用（471,603千円）の一部、GCOM-Cの開発（1,961,307）の
一部

平成27年度（当初予算）：ALOSの運用（185,582千円）の一部、GCOM-C（1,971,189千円）の一部

　地表面温度観測に関しては、人工物など様々なタイプの地表面でも適用可能な地表面温度推
定アルゴリズムの開発と精度向上が課題である。



整理番号 10 府省名 環境省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｄ）アスベスト飛散、ばく露防止対策

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　　　　１９８，２３３

平成25年度（執行ベース）：　　　　  ９６，４８６

平成26年度（執行ベース）：　　　　　２９，２０８

平成27年度（当初予算）：　　　　　　５０，１３３

　今後も、全国で環境大気中におけるアスベストのモニタリングを実施し、飛散実態を把握すると
ともに、改正大防法の更なる周知に努め、必要に応じマニュアルの改善・整備等の改善を行う。
　さらに、事前調査の信頼性の確保や石綿除去後の完了検査のあり方等、中間答申で指摘され
た事項について、対応の検討を進め、石綿飛散防止対策の強化を図る。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

アスベスト飛散、ばく露防止対策

　アスベストの主要排出源である民間建築物の解体は今後も続き、その件数は、平成40年頃に
ピークを迎えると推定されていること等を踏まえ、今後とも、アスベストの飛散・ばく露防止対策を
徹底する。
また、東日本大震災の被災地におけるアスベストに係る環境モニタリングや、アスベストの飛散・
ばく露防止対策から得られた知見を今後の対策にいかしていく。

・平成24年度は、全国54地点においてアスベストのモニタリング(全国モニタリング)を実施した結
果、特に高い濃度の地点は見られなかった。また、被災地におけるモニタリング(被災地モニタリ
ング）を８県（延べ719地点)において実施し、３地点において比較的高い濃度の石綿が検出され
たため、速やかに関係自治体に連絡し、事業者等に改善指導等を行った。
・平成25年度は、全国54地点において全国モニタリングを実施した結果、解体現場(２地点)にお
いて比較的高い石綿が検出されたため、速やかに関係自治体に連絡し、事業者等に対し改善
指導を実施した。また、被災地モニタリングを８県（延べ489地点)において実施した結果、特に高
い濃度の地点は見られなかった。
・平成26年度は、全国54地点において全国モニタリングを実施した結果、解体現場(２地点)にお
いて比較的高い石綿が検出されため、速やかに関係自治体に連絡し、事業者等に対し改善指
導を行った。被災地モニタリングは、がれき処理が終了していない福島県（延べ95地点)において
実施し、特に高い濃度の石綿は見られなかった。

・平成25年２月に、中央環境審議会において、「石綿の飛散防止対策の更なる強化について（中
間答申）」取りまとめられた。
・中間答申を踏まえ、平成25年６月、大気汚染防止法を改正（平成26年６月施行）し、解体等工
事の事前調査の義務化、立入検査等の対象の拡大等、規制強化を図った。また、立入検査マ
ニュアルや石綿飛散防止マニュアル等、各種マニュアルの整備、改訂を行った。
・平成26年度は、改正法により規制強化された事前調査の実施、説明、掲示等の施行状況を確
認するため、モデル調査を実施するとともに、地方公共団体職員の技術力の一層の向上を図る
ため。技術講習会を開催した。
・平成27年度は、引き続き全国モニタリングや被災地モニタリングの実施や技術講習会の開催
を継続するともに、中間答申に基づき、更なる石綿飛散防止対策やリスクコミュニケーションの
充実を図るための検討を行う。



整理番号 11 府省名 厚生労働省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｄ）アスベスト飛散、ばく露防止対策

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　　401,059千円

平成25年度（執行ベース）：　　385,466千円

平成26年度（執行ベース）：　　352,845千円　

平成27年度（当初予算）：　　　365,665千円　　　　

　今後も、改正石綿則等に基づく建築物の解体等の作業における労働者の石綿ばく露防止措置
の周知・指導を行うとともに、引き続き、マニュアルの改訂等、石綿の飛散、ばく露防止対策の推
進を図る。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

アスベスト飛散、ばく露防止対策

　わが国において過去消費された石綿の大半が建材として使用されており、石綿含有建材が使
用された建築物の解体・改修は今後も増加を続け、そのピークは平成40年頃と見込まれている
ことから、建築物の解体等の作業に従事する労働者の石綿ばく露防止の徹底を図る。

・平成24年度は、平成23年度に実施した東日本大震災の被災地における建築物の解体等の作
業現場の気中石綿濃度モニタリングの結果等を踏まえ、「建築物等の解体等の作業での労働者
の石綿ばく露防止に関する技術上の指針」（厚生労働大臣公示。以下「技術指針」という。）を制
定した。引き続き、モニタリングを実施し、東日本大震災アスベスト対策合同会議において必要
な対策について検討を行った。
・平成25年度は、石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第21号。以下「石綿則」という。）を
改正し、建築物等に張り付けられた石綿含有保温材等の管理や吹付け石綿の除去等の作業を
行う場合の隔離等の措置の強化を行った。また、石綿則の改正に併せて技術指針を改正すると
ともに、改正技術指針に基づく石綿飛散漏えい防止対策のマニュアルを作成した。さらに、アス
ベスト分析マニュアルを作成した。引き続き、モニタリングを実施し、東日本大震災アスベスト対
策合同会議において必要な対策について検討を行った。
・平成26年度は、全国28都道府県において、改正石綿則、技術指針及び解体マニュアルの周
知・啓発のための中小解体工事業者等を対象とした講演会を開催した。引き続き、モニタリング
を実施し、東日本大震災アスベスト対策合同会議において必要な対策について検討を行った。
・平成27年度は、引き続き、講演会の開催やモニタリングの実施を継続するとともに、建築物の
解体等の作業における労働者の石綿ばく露防止対策の充実について検討を行う。



整理番号 12 府省名 環境省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｄ）アスベスト飛散、ばく露防止対策

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：7,000　　　　

平成25年度（執行ベース）：6,000　　　　

平成26年度（執行ベース）：5,000　　　　

平成27年度（当初予算）：6,000　　　　

　無害化処理による廃石含有廃棄物の処理能力を一定程度確保することが課題。それに向け
て今後は、事前相談の充実等を図り、無害化処理認定事業者のさらなる確保に努める事とす
る。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

石綿含有廃棄物無害化処理技術認定（アスベスト飛散、ばく露防止対策）

　人の健康又は生活環境に係る被害を生じるおそれのある石綿を含む廃棄物について高度な
技術による無害化処理を促進するため、平成18年に廃棄物処理法を一部改正し、石綿無害化
処理に係る大臣認定制度を創設。高度な無害化処理技術を有する事業者からの申請に基づ
き、個別に審査し、認定することにより石綿含有廃棄物の適正かつ円滑な処理を実現する。石
綿廃棄物に係る無害化処理認定申請の審査及び新たな無害化処理技術に係る評価・検討を行
うに当たり、廃棄物処理、石綿、環境影響評価、化学分析等の各分野に関し専門的知識を有す
る学識経験者等からの意見を聴取するため、「石綿廃棄物の無害化処理に係る技術等審査委
員会」を設置した。
　また、石綿廃棄物無害化処理認定申請があった内容について、無害化処理の内容の基準、無
害化処理を行い又は行おうとする者の基準（申請者が当該申請に係る無害化処理を適確に、か
つ、継続して行うに足りる経理的基礎を有するか否かの審査を含む。）及び無害化処理の用に
供する施設の基準への適合状況について評価を行った。

平成24年度は、認定にかかる事前相談会・本審査・現地確認を3回開催した。
平成25年度は、認定にかかる事前相談会・本審査・現地確認を2回開催した。
平成26年度は、認定にかかる事前相談会・本審査・現地確認を1回開催した。
その結果、現時点での認定数は2事業者となっている。
平成27年度は、認定にかかる事前相談会・本審査・現地確認を3回開催予定。



整理番号 13 府省名 国土交通省

重点検討
項目番号

①社会情勢の変化を踏まえた新
たな課題への対応

検討内容の
詳細記号

ｄ）アスベスト飛散、ばく露防止対策

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

建築物におけるアスベスト対策の推進

　建築物における通常使用時のアスベストの飛散による健康被害を防止することを目的として、
吹付けアスベスト等の使用の有無の把握及び除去等の飛散防止対策を推進している。

○建築基準法による規制：平成18年2月改正
　・吹付けアスベスト等を添加した建築材料の使用を禁止している。
　・建築物の増改築等の際に、吹付けアスベスト等の除去等を義務づけている。
○社会資本整備総合交付金等：平成17年度補正予算で創設→その後拡充
　・アスベスト含有の有無に係る調査
　　国費率：国10/10
　・アスベスト除去等
　　国費率：地方公共団体が実施する場合･･･国1/3以内
　　　　　　　 民間事業者が実施する場合･････国1/3以内、地方1/3以内
○建築物石綿含有建材調査者の育成：平成25年7月より資格制度を創設
　　民間建築物の石綿実態調査の本格実施のための環境整備として、調査者の育成を図ってい
る。
　　【平成25年度修了者数：112名】
　　【平成26年度修了者数：284名】
○国家機関の建築物等における吹付けアスベスト等の使用実態に関する調査
　　各省各庁の所管の既存施設における除去・飛散防止の対策状況についてフォローアップを
平成17年度から毎年実施。
　　【平成24年度：123棟（対策が予定されているもの50棟、含有量調査が予定されているもの73
棟）】
    【平成25年度： 85棟（対策が予定されているもの40棟、含有量調査が予定されているもの45
棟）】
    【平成26年度： 55棟（対策が予定されているもの36棟、含有量調査が予定されているもの19
棟）】
○建設業者への指導
　建築物の解体時におけるアスベストの飛散・ばく露を防止する観点から、建設業の関係団体に
対し関係法令の遵守を指導している。

施策等の予算額
（百万円）

平成24年度（当初予算）：14,507,700百万円の内数

平成25年度（当初予算）：19,609,700百万円の内数

平成26年度（当初予算）：20,076,500百万円の内数

平成27年度（当初予算）：20,048,900百万円の内数

　今後もアスベストの飛散による健康被害を未然に防止するため、引き続き民間建築物等にお
けるアスベストの含有調査、除去等への支援や、建設業者への指導等を行う。



整理番号 14 府省名 環境省

重点検討
項目番号

②広域的な取組を重視した大気
汚染対策の取組

検討内容の
詳細記号

a）PM2.5に係る取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：403,040

平成25年度（執行ベース）：457,214

平成26年度（執行ベース）：686,189

平成27年度（当初予算）：  772,832

　平成2７年３月にとりまとめられた「微小粒子状物質の国内における排出抑制の在り方につい
て」中間とりまとめに基づき、短期的課題とされたばいじんや窒素酸化物の排出抑制の強化の
検討及び燃料蒸発ガス対策の導入の検討を進めるとともに、二次生成機構の解明、発生源寄
与割合の把握など、中長期的課題について科学的知見の集積を図る。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

PM2.5に係る取組

　PM2.5については、年平均濃度が概ね減少傾向にあったが、近年は横ばいで、環境基準の達
成率は低い。そのため、現象解明を十分に進め、東アジア地域からの広域大気汚染の影響も踏
まえつつ、PM2.5対策の更なる強化が必要である。

【現象解明と対策検討に向けた取組】
・平成25年度は、「PM2.5に関する総合的な取組（政策パッケージ）」を策定し、「国民の安全・安
心の確保」、「環境基準の達成」、「アジア地域における清浄な大気の共有」の３つの目標に向け
て、PM2.5対策に取り組んで行くこととした。
・平成26年度は、中央環境審議会の微小粒子状物質等専門委員会において、「微小粒子状物
質の国内における排出抑制の在り方について」中間とりまとめが行われた。中間取りまとめで
は、微小粒子状物質（ＰＭ2.5）について、越境汚染の影響は西日本などで比較的高いが、国内
発生源も一定の寄与割合を占めており、その影響が示唆されることから、国内における排出抑
制対策の着実な推進が必要とされている。また、ＰＭ2.5の生成機構や発生源の寄与割合につ
いて科学的に解明すべき課題も残されていること等を踏まえ、短期的課題と中長期的課題を整
理し、段階的に対策を検討していくことが適当とされている。
・平成27年度は、中間とりまとめにおいて整理された短期的課題について検討を進めるととも
に、総合的な対策に取り組む上での基礎となる現象解明や情報整備等の中長期的課題に取り
組む。
【常時監視体制の充実】
・常時監視は、大気汚染防止法に基づき法定受託事務として地方自治体が実施している。結果
は地方自治体から報告され、速報値は大気汚染物質広域監視システム（そらまめ君）で、リアル
タイムで公表されている。
・平成26年度末時点のＰＭ2.5の測定局数は、全国で約970局であり、平成25年度末に比べて
110局程度増加した。
【国民への情報提供・注意喚起に係る取組】
・平成２４年度は、平成25年1月の中国での深刻な大気汚染により国民の間でPM2.5に対する関
心が高まったことを受けて、2月に専門家会合を開催し「注意喚起のための暫定的な指針の設
定」等についてとりまとめるとともに、環境省ホームページ上にPM2.5に関する情報サイトを開設
し、きめ細かな情報提供に努めた。新たな知見やデータの蓄積等を踏まえ、11月には、午後から
の活動に備えた注意喚起の判断方法を追加し、平成26年度は、注意喚起の解除の判断方法等
を追加するなど、必要に応じて見直し、改善している。



第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

①
  平成25年12月より「PM2.5排出インベントリ及び発生源プロファイル策定検討会」を設置し、固
定発生源の測定方法や既存煙源データの活用方法等について検討を進めている。また、二次
粒子の生成機構の解明及びシミュレーションモデル高度化については、定量的な予測や都市ス
ケールの予測を目指し、国立環境研究所と協働で高度化に取り組んでいるところである。また、
リスクコミュニケ－ションについては、外務省とも協力して国内外でPM2.5に関する説明会（国内
７カ所、海外13カ所）を実施するとともに、国は自治体に対してPM2.5の注意喚起において的確
な情報提供を自治体に要請している。

③
　PM2.5の健康影響に関する知見の集積については、PM2.5等大気汚染物質曝露による健康影
響に関する疫学調査、健康影響に関する科学的知見を収集するための文献等のレビュー、諸外
国の環境基準の改訂作業の動向調査など、国内外の知見の充実に向けた調査を進めていると
ころ。



整理番号 15 府省名 環境省

重点検討
項目番号

②広域的な取組を重視した大気
汚染対策の取組

検討内容の
詳細記号

ｂ）光化学オキシダントに係る取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：349,040

平成25年度（執行ベース）：338,214

平成26年度（執行ベース）：384,189

平成27年度（当初予算）：472,832

　光化学オキシダント濃度の増減には、揮発性有機化合物（VOC）濃度や窒素酸化物（NOx）濃
度の増減のほか、越境汚染やNOタイトレーション効果の低下等の要因が複雑に関係しいる。今
後、PM2.5対策と共通する課題が多いことに留意しつつ、測定値に基づく解析とシミュレーション
を組み合わせた解析や新たな科学的知見の収集等によって、光化学オキシダントの経年変化
要因の解明や削減対策効果の把握を進め、有効な削減対策を推進していくこととしている。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

光化学オキシダントに係る取組

　光化学オキシダントについては、これまで、前駆物質である窒素酸化物（ＮＯｘ）や揮発性有機
化合物（ＶＯＣ）の排出抑制対策の取組が進められており、高濃度域の光化学オキシダントの改
善が示唆されているものの、環境基準達成率は１％に満たない低い水準であり、依然として注
意報の発令が見られる状況である。
　光化学オキシダントは、PM2.5対策と共通する課題が多いため、PM2.5の排出抑制対策の在り
方の検討と合わせて、有効な対策を検討する。

【現象解明や対策検討に向けた取組】
・平成24年４月に閣議決定された第四次環境基本計画で、「光化学オキシダントについては、広
域大気汚染や気象条件の変化などの影響を大きく受けやすい注意報等とは別に、環境改善効
果を適切に示す指標について検討を行い、結論を得ることを目指す。」とされた。
・平成２４～25年度に「光化学オキシダント調査検討会」において、大気汚染常時監視の20年以
上のデータを多角的解析し、光化学オキシダントの長期トレンドを評価するための指標が検討さ
れ、日最高８時間平均値の年間99パーセンタイル値の３年平均値を指標として活用することが
提案された。
・平成26年度には、大気・騒音振動部会微小粒子状物質等専門委員会において、光化学オキシ
ダントの環境改善効果を適切に示すための指標について（中間とりまとめ）が行われた。新指標
によれば、近年、高濃度域の光化学オキシダントの改善が示唆されている。また、光化学大気
汚染によると思われる被害の届出は、調査を開始した昭和45年以降、最も少なくなった。
・平成26,27年度は、光化学オキシダント濃度に影響していると示唆されている要因について、シ
ミュレーション解析を実施し、これまでの対策の効果の検証や今後の対策に向けて検討を進め
ている。
【ＶＯＣモニタリングの実施】
・平成24年12月16日の中央環境審議会答申「今後の揮発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出抑制対
策の在り方について」を受け、平成25年度から、光化学オキシダント濃度が高くなる時期に、物
質を選定し、ＶＯＣモニタリングを実施している。
【ＶＯＣ排出抑制の取組】（経済産業省、環境省）
・ＶＯＣの排出抑制の取組は、塗装や化学製品製造等のうち大規模な施設におけるＶＯＣ排出規
制と事業者による自主的な取組を組み合わせて行っている。ＶＯＣ排出規制は、対象事業者に
対して、規制施設の設置前に自治体への事前届出及びＶＯＣの排出濃度基準の遵守等の義務
化、光化学スモッグ注意報等発令時におけるＶＯＣ排出抑制の協力要請等を行っている。
・「揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出インベントリ検討会」では、排出インベントリを更新するため、
ＶＯＣの排出量の調査、発生源品目別等の推計を行っている。ＶＯＣ排出量は、平成12年度に約
140万トンであったが、平成25年度は約72万トンとなっており、平成12年度に比べ４割以上削減
されている。



第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

②
　光化学オキシダントについては、「光化学オキシダント調査検討会」において、光化学オキシダ
ント濃度の動向等の実態把握及び生成機構の解明に係る検討並びに科学的知見の収集等を
進めている。また、排出インベントリの作成やシミュレーションモデルの精緻化を進め、対策効果
の検証や今後の対策の検討を進めることとしている。その結果を踏まえて、より的確な注意報の
発令について検討を進める。

③
　光化学オキシダントの健康影響に関する知見の集積については、光化学オキシダント等大気
汚染物質曝露による健康影響に関する疫学調査、健康影響に関する科学的知見を収集するた
めの文献等のレビュー、諸外国の環境基準の改訂作業の動向調査など、国内外の知見の充実
に向けた調査を進めているところ。



整理番号 16 府省名 経済産業省

重点検討
項目番号

②広域的な取組を重視した大気
汚染対策の取組

検討内容の
詳細記号

ｂ）光化学オキシダントに係る取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　　　　なし

平成25年度（執行ベース）：　　　　4,610

平成26年度（執行ベース）：　　　　9,037

平成27年度（当初予算）：　　　　4,000

　ＶＯＣ排出抑制に係る自主的取組については、全体として５年後（又は３年後）に少なくとも平
成２２年度比で悪化しないように取り組んでいくことが望ましいとしていることを踏まえ、引き続
き、自主的取組のフォローアップを継続する。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）についての事業者による自主的な排出抑制の取組の促進

　ＶＯＣについての事業者による自主的な排出抑制の取組を促進するため、各業界団体等が自
ら目指すべき方向性や方策を業界団体毎に設定の上、産構審 産業技術環境分科会 産業環境
対策小委員会で毎年度フォローアップを実施。
また、VOCについての事業者による自主的な排出抑制の取組をさらに充実させていくため、
VOC排出抑制セミナーの開催など参加企業の拡充に向けた取組や社会全体でのVOC排出抑
制・管理に関する認知向上に資する取組を実施。

　平成２５年度に、目指すべき方向性や方策を業界団体毎に設定した上で、取組を進めることを
明確化するため、「事業者等による揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出抑制のための自主的取組の
ための指針」を設定した。
　また、ＶＯＣ排出抑制の意義やメリットなどを周知するため、全国１１箇所でＶＯＣ排出抑制セミ
ナーを開催した。
　平成２６年度に現況の調査を行ったところ、自主的取組参加４０団体（約７，５００社）による平
成２５年度の排出量は、平成１２年度比約６割減の約２０万トンであり、原料等の代替等により継
続してＶＯＣの排出が抑制されていることが確認できた。

②
　排出インベントリの精緻化のため、自主的取組に係るフォーローアップ調査結果について、環
境省に共有した。引き続き、VOC排出量の情報共有を通じて、排出インベントリの精緻化に寄与
してまいりたい。



整理番号 17 府省名 国土交通省

重点検討
項目番号

②広域的な取組を重視した大気
汚染対策の取組

検討内容の
詳細記号

ｂ）光化学オキシダントに係る取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　予報業務 2,410,519 、気候変動観測・監視業務 962,524 の内数

平成25年度（執行ベース）：　予報業務 2,089,475 、気候変動観測・監視業務 955,760 の内数

平成26年度（執行ベース）：　予報業務 2,759,903 、気候変動観測・監視業務 971,247 の内数

平成27年度（当初予算）：　　予報業務 2,618,046 、気候変動観測・監視業務 973,207 の内数

　引き続き、大気汚染に関する気象予測モデルについて、精細化するとともに東アジア地域から
の広域大気汚染の影響を考慮し予測精度の向上を図り、的確な気象情報の提供を行う。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

大気汚染気象業務

都道府県の実施している大気汚染防止対策を支援するため、大気汚染に関連する気象予報
等を都道府県に通報する。また、光化学スモッグの発生しやすい気象状況が予想される場合
に、都道府県を対象とした「スモッグ気象情報」や、全国を対象とした「全般スモッグ気象情報」を
発表する。

平成25年度は、スモッグ気象情報を223回、全般スモッグ気象情報を5回、平成26年度は、ス
モッグ気象情報を144回、全般スモッグ気象情報を1回発表した。

②
　大気汚染に関する気象モデルについて、平成26年度に精細化及び東アジア地域からの広域
大気汚染の影響を考慮し、予測精度の向上を図った。



整理番号 18 府省名 経済産業省/資源エネルギー庁

重点検討
項目番号

②広域的な取組を重視した大気
汚染対策の取組

検討内容の
詳細記号

ｃ）東アジア地域における広域大気汚染に
係る国際的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　８９，７０８千円　　　

平成25年度（執行ベース）：  ５４，４９９千円

平成26年度（執行ベース）：　６４，６１０千円

平成27年度（当初予算）：　　９０，１９０千円

・日中省エネルギー・環境総合フォーラムは平成１８年度から開催しており、これまで８回の会合
を開催し、これまで計２５９件の協力案件を調印。本フォーラムは、省エネ・環境分野における日
中協力のプラットフォームとして定着してきており、第８回で調印された４１件の協力案件では、
従来の省エネ分野、水・汚泥処理、リサイクル等の協力案件に加え、エネルギー管理システムや
スマートコミュニティ等が主要な協力分野として定着してきており、また、大気汚染等の協力案件
が増加するなど、直面するニーズを的確に反映した新たな協力が進んでいる。
・今後も、中国における省エネルギー・環境対策のニーズを踏まえつつ、日中の協力を強化する
方針。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

日中省エネルギー・環境総合フォーラムの開催

・日中省エネルギー・環境総合フォーラムは、省エネ・環境分野のビジネスの潜在力の大きい中
国とその分野の優れた技術と貴重な経験を有する日本が協力してウィンウィンの関係を実現す
ることを目的に、平成１８年から毎年開催している官民による日中省エネ・環境協力のプラット
フォーム。
・毎年、両国の官民の代表者が参加し、全体会議（基調講演）や分科会を開催し、省エネ・環境
分野の政策・技術・経験等について意見交換を行うとともに、省エネ・環境分野の協力案件の調
印式を行っている。

・平成２６年度は、平成２６年１２月に北京で第８回日中省エネルギー・環境総合フォーラムを開
催。日本側からは高木経済産業副大臣、渡日中経済協会副会長、天野名古屋大学大学金教授
他が、中国側からは解振華・国家発展改革委員会副主任、高燕・商務部副部長他が出席。本
フォーラムには、両国合わせて500名を超える官民関係者が参加した。
・本フォーラムでは、両国閣僚等による基調講演のほか、６つのテーマ別分科会が開催されたほ
か、新たに４１件の協力案件への調印が行われた。

④
　日中省エネルギー・環境総合フォーラムにおける日中企業間交流を通じて、我が国企業が持
つ優れた省エネ・環境技術の中国での普及・展開を促進している。



整理番号 19 府省名 環境省

重点検討
項目番号

②広域的な取組を重視した大気
汚染対策の取組

検討内容の
詳細記号

ｃ）東アジア地域における広域大気汚染に
係る国際的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

東アジア地域における広域大気汚染に係る国際的な取組

　科学的知見に基づく大気環境管理の枠組みの構築に向けた、東アジア地域での大気汚染物
質の排出量、大気中濃度の把握や汚染機構解明の推進と、これらの政策への反映を行う。ま
た、二国間協力に加え、東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（EANET）や日中韓三カ国環境
大臣会合（TEMM）など、既存の国際協力の枠組みを踏まえつつ、東アジア地域規模での広域的
な大気環境管理を目指し、国際協力を進める。

(1)　日中二国間協力の推進
　平成20年度より、大気汚染対策と気候変動対策の両方を見据えた、日中コベネフィット・アプ
ローチ協力を実施している。平成26年度からは、中国でのＰＭ2.5による大気汚染問題を契機に
協力ニーズが高まっていることを踏まえ、我が国の地方自治体を中心とした関係機関の知見や
経験を中国主要都市の人材育成等に活用する、日中都市間連携協力を実施している。
(2)　日中韓三カ国による協力の発展
　ＴＥＭＭなどの協力枠組みを活用し、平成25年度から大気汚染に関する日中韓三カ国政策対
話を毎年開催し、三カ国の大気汚染対策の現状や個別課題についての情報を共有するととも
に、今後の協力についての検討を行っている。また、平成27年度からは政策対話の下に設置し
たワーキンググループ（①対策に関する科学的な研究、②大気のモニタリング技術及び予測手
法）を通じて、共同研究や技術協力を推進している。
(3)　東アジア地域における広域的な大気環境管理の実現に向けた施策の展開
　東アジア地域における大気環境管理のための重要な基盤としてのＥＡＮＥＴの発展を図ってい
る。短寿命気候汚染物質削減のための気候と大気浄化のコアリション（ＣＣＡＣ）及びアジア・コベ
ネフィット・パートナーシップ（ＡＣＰ）を通じた協力や、国連環境計画（ＵＮＥＰ）、クリーン・エア・ア
ジア（ＣＡＡ）、国際応用システム分析研究所（ＩＩＡＳＡ）との共同事業により、大気汚染対策と気候
変動対策の両方を見据えた人材・組織の能力構築や政策立案支援等の活動を推進している。

④
　我が国のリーダーシップのもと、日中二国間協力、日中韓協力、国際機関と連携した取組など
様々な協力枠組みを通じて、我が国の経験や技術を活かした活動を推進している。

⑤
　CCACと連携してアジア地域での短寿命気候汚染物質（SLCPs）削減に貢献するとともに、中
国をはじめとしたアジアの主要都市を対象とした、大気汚染対策と気候変動対策の両方を見据
えた協力活動を強化・促進している。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　229,000

平成25年度（執行ベース）：　522,000　　　

平成26年度（執行ベース）：　813,000　　　

平成27年度（当初予算）：　1,068,000　　　

　地域的な協力枠組みの活用、我が国の経験の共有及び環境技術の展開を通じて、東アジア
地域の大気汚染緩和を図るとともに、温室効果ガス削減を進めることにより気候変動緩和にも
貢献する。



整理番号 20 府省名 外務省

重点検討
項目番号

②広域的な取組を重視した大気
汚染対策の取組

検討内容の
詳細記号

ｃ）東アジア地域における広域大気汚染に
係る国際的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

平成24年度（執行ベース）：なし

東アジア酸性雨モニタリングネットワーク（ＥＡＮＥＴ）を通じた取組

活動目的
○ 東アジア地域における酸性雨問題の状況に関する共通理解の形成促進。
○ 酸性雨防止対策に向けた政策決定に当たっての基礎情報の提供。
○ 東アジア地域における酸性雨問題に関する国際協力の推進。
活動の概要
○ 共通の手法を用いた酸性雨モニタリングの実施（注：大気汚染物質のモニタリングも実施）
○ データの収集、評価、保管及び提供
○ 精度保証・精度管理（ＱＡ／ＱＣ）活動の推進
○ 参加国への技術支援と研修プログラムの実施
○ 調査研究、普及啓発活動の推進
○ 関係国際機関との情報交換

④
　関係国・機関等と連携を図りながら，引き続き対応を行っていく。

平成25年度（執行ベース）：なし

　昨今東アジア地域において粒子状物質等による大気汚染が顕在化しつつあること等を踏まえ
たＥＡＮＥＴの今後の活動の方向性についての議論が本格化しており，現在の対象範囲の中で
実施できる様々な活動及び対象範囲の拡大を伴う活動について引き続き検討を行う。

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

　毎年開催されている政府間会合において，積極的に議論に参画している。
　平成27年度においても，当該会合へ出席する予定である。

平成27年度（当初予算）：なし

施策等の予算額
（千円） 平成26年度（執行ベース）：なし



整理番号 21 府省名 経済産業省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

a）環境性能に優れた自動車の普及促進の
取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

環境・エネルギー対策資金（公害防止関連）

　事業者の公害防止対策に対する取組を促進し、我が国の環境対策の推進及び良好な生活環
境保全を図るために、中小企業等が自動車NOx・PM法の基準を満たした自動車に買い換えを
行ったり、基準を満たしていない自動車に付加するNOｘ・PM低減装置を購入する際に必要な設
備資金の低利融資を実施。

　過去５年のNOｘ・PM関連の貸付実績額は41.8億円（195件）であり、中小企業等に広く活用され
ている。

①
　当該制度の実施により、中小事業者等における自動車から排出される窒素酸化物及び粒子
状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（NOｘ・PM法）の規制に適合して
いない車種の更新を促進することができた。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：なし

平成25年度（執行ベース）：なし

平成26年度（執行ベース）：なし

平成27年度（当初予算）：なし

　当該事業は、買替えを促進すべき、排出基準を満たしていない車の使用猶予期限が終了し、
融資の対象となる車種が存在しなくなったため、平成２６年度末で低利融資制度を終了した。



整理番号 22 府省名 経済産業省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

a）環境性能に優れた自動車の普及促進の
取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策費補助金

　クリーンエネルギー自動車等の普及を促進し、運輸部門における二酸化炭素の排出抑制や石
油依存度の低減を図る。

・平成２５年度は、約６７，０００台の車両について、導入補助を実施した。
・平成２６年度は、約５９，０００台の車両について、導入補助を実施した。

①
　排出ガス等の自動車に起因する環境負荷の低減を図るため、クリーンエネルギー自動車等の
普及を促進し、運輸部門における二酸化炭素の排出抑制や石油依存度の低減を図っているとこ
ろ。クリーンエネルギー自動車の日本市場における普及台数の推移については、平成２５年度
約２２万台から平成２６年度約３５万台（推計値）へと増加傾向にある（※日本自動車工業会調
べ）。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：２１，２１０，０６６千円

平成25年度（執行ベース）：２０，５１０，５６１千円

平成26年度（執行ベース）：１５，１６９，３０６千円

平成27年度（当初予算）：２０，０００，０００千円

　平成２５年度事業から、次世代自動車市場の自立化に向けて、平成２７年度中を目途にガソリ
ン車との価格差をライフサイクルコストで見た場合に優位性が発揮できる額まで低減する等の目
標を設定し、その額に向けた企業の自主的な価格低減努力を引き出す補助単価の設定方法を
導入している。



整理番号 23 府省名 経済産業省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

a）環境性能に優れた自動車の普及促進の
取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

2014年に燃料電池自動車が世界で初めて市場投入されたことを踏まえ、引き続き水素ステー
ションの整備を積極的に支援していく。

該当なし

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

水素供給設備設置補助事業

燃料電池自動車に水素を供給する水素ステーションの整備等を支援

・平成２５年度から、早期の自立的な市場の確立を目指すため、水素ステーションの整備を支援
する事業を実施。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：なし

平成25年度（執行ベース）：６９，４００千円

平成26年度（執行ベース）：３，７５２，３７５千円

平成27年度（当初予算）：なし



整理番号 24 府省名 国土交通省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

a）環境性能に優れた自動車の普及促進の
取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

環境性能に優れた自動車の普及促進の取組

　環境性能に応じた税制優遇措置や補助制度等を通じて、環境性能の優れた自動車の普及促
進を図る。
　具体的には、環境性能に優れた自動車に対するエコカー減税（自動車重量税及び自動車取得
税）やグリーン化特例（自動車税）を実施している。また、電気自動車等の次世代自動車を導入
する自動車運送事業者等や超小型モビリティを導入する地方公共団体等に対する車両等の導
入補助を行っている。

・エコカー減税対象車の新車販売台数は、平成25年度には約440万台で新車販売台数全体の
約82％を占めており、平成26年度には約434万台で、新車販売台数全体の約87％を占めてい
る。
・環境対応車普及促進対策については、平成25年度に976台、平成26年度に833台に対する補
助を実施している。
・地域交通のグリーン化を通じた電気自動車の加速度的普及促進については、平成25年度に57
件、平成26年度に39件の事業に対する支援を行っている。
・超小型モビリティの導入促進については、平成25年度に32件、平成26年度に25件の事業に対
する支援を行っている。

⑥
　平成26年度税制改正においては、自動車税のグリーン化特例について要件の見直しや適用
期間の延長が行われた。平成27年度税制改正においては、エコカー減税について要件の見直
しや適用期限の延長が行われ、軽自動車税にグリーン化特例が導入された。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：　　　　781,205千円

平成25年度（執行ベース）：　　　　1,027,824千円

平成26年度（執行ベース）：　　　　875,242千円

平成27年度（当初予算）：　　　　　954,693千円

　電気自動車等の次世代自動車については、日本再興戦略（平成25年６月14日閣議決定）等で
掲げている普及目標（2030年までに新車販売に占める割合を５割から７割とする）を達成するた
め、引き続き初期需要の創出に努める。具体的には、車両導入補助や先駆的事業の発掘をす
ることで、量産効果による価格低減と各地における導入の促進を図る。
　また、超小型モビリティについては、引き続き成功事例の創出や国民理解の醸成を図ることに
より、普及を促進していく。
　エコカー減税やグリーン化特例については、平成27年度与党税制改正大綱等に沿って、安定
的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減、グリーン化等を図る
観点から見直しを行っていく。



整理番号 25 府省名 環境省

該当重点
検討項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

該当調査内容
項目番号

a）環境性能に優れた自動車の普及促進の
取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

①
　自動車排出ガスに起因する環境負荷の低減と地球温暖化防止の両方に資する施策として、中
小トラック運送業者における低炭素化推進事業を26年度より、地域再エネ水素ステーション導入
事業を27年度より実施している。

⑥
　燃費･排ガス基準の達成状況が優秀な車両に対してはその環境性能に応じた税制優遇措置
や、環境への負担が大きい経年車に対しては重課税措置を講じるなどの環境への負担に応じ
た課税措置を実施している。

・引き続き再生可能エネルギー由来水素ステーションの導入支援を進めるとともに、産業車両の
燃料電池化推進等水素社会実現に向けた取組を強化する。
・関係省庁と連携して、自家用トラック・バス等各省の既存事業でこれまで実質的に支援がなさ
れていない分野も含めたあらゆる車種における先進環境対応車の導入支援等を進める。
・引き続き環境性能に応じた税制優遇措置の充実を図る。平成28年度以降の税制改正において
は、平成27年度与党税制改正大綱等に沿って、消費税10％段階における自動車取得税の廃止
や自動車税・軽自動車税における環境性能課税の導入等について、具体的な在り方の検討を
行う。

環境性能に優れた自動車の普及促進の取組

　補助制度等を通じて、環境性能の優れた自動車の普及促進を図る。
　具体的には、燃費性能の高い環境対応車両への代替や再エネ由来の水素ステーションの導
入等の取組に対して支援を行っている。

・平成26年度は、投資余力の少ない中小事業者において、経年車から燃費性能の高い環境対
応車両への代替を促進する「中小トラック運送業者における低炭素化推進事業」を実施し、計
3,106台に補助を行った。
・平成27年度は、「中小トラック運送業者における低炭素化推進事業」を継続するとともに、低炭
素な水素社会の実現と燃料電池自動車の普及・促進のため、再エネ由来の水素ステーションの
導入に対して支援を行う「地域再エネ水素ステーション導入事業」を実施している。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：なし

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

平成27年度予算額：
　中小トラック運送業者における低炭素化推進事業：２，９６５，０００千円
　地域再エネ水素ステーション導入事業：５７０，０００千円

平成26年度（執行ベース）：
　中小トラック運送業者における低炭素化推進事業：２，６０７，５６０千円

平成25年度（執行ベース）：なし



整理番号 26 府省名 環境省

該当重点
検討項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

該当調査内容
項目番号

a）環境性能に優れた自動車の普及促進の
取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

①
排出ガス、騒音などの自動車に起因する環境負荷の低減を図るためには、発生源である自動
車の単体規制の強化や環境性能に優れた自動車への転換等のほか、エコドライブの普及・定
着のための機会の提供等によるエコドライブの推進、さらには地域の交通の実情や地域住民の
利便性にも配慮した公共交通システムの改革等交通の環境負荷低減対策を一層推進すること
が重要である。また、これら取組は同時に地球温暖化防止にも資する場合があるという視点に
も留意すべきである。

  水素社会の実現に向けて、また、二酸化炭素排出量の削減に貢献するため、平成26年度に
は、｢燃料電池フォークリフトの実用化と最適水素インフラ整備の開発・実証事業｣を、また平成
27年度には「高圧水電解で70MPaの水素を製造する再エネ由来水素ステーション関連技術の開
発・実証」及び「水素循環型社会実現に向けた燃料電池ゴミ収集車の技術開発・実証」開始した
ところである。

・燃料電池自動車に関連し、水素社会の実現に向けて、「高圧水電解で70MPaの水素を製造す
る再エネ由来水素ステーション関連技術の開発・実証」、｢大型路線用燃料電池バスの開発｣、｢
燃料電池フォークリフトの実用化と最適水素インフラ整備の開発・実証事業｣に取り組み、市場
投入の早期実現を促進し、二酸化炭素排出量の削減に貢献していく。
・ハイブリッド車、電気自動車に関連し、｢電気自動車/小型電気自動車向け地域交通共同利用
プラットフォームに関する技術開発｣、「EVバス早期普及にむけた充電設備を乗用車と共用する
ワイヤレス充電バスの実証研究」及び「EV/PHV利用促進プラットホーム事業」に取り組み、ユー
ザーの利便性を向上させることで、環境により優しい電気自動車等の利用を促進し、二酸化炭
素排出用の削減に貢献していく。

次世代自動車の技術開発等を通じた普及促進の取組

　今後の普及が期待されるハイブリッド車や燃料電池自動車といった次世代自動車の普及促
進・性能向上に関する技術開発・実証実験を通じて、次世代自動車の普及を促進し、温室効果
ガス削減に貢献する。

・平成26年度は、｢小型ソーラー水素ステーションと燃料電池自動車を組み合わせたＣＯ２排出
ゼロシステム開発事業｣、｢大型路線用燃料電池バスの開発｣、｢燃料電池フォークリフトの実用
化と最適水素インフラ整備の開発・実証事業｣、｢EVバス早期普及に向けた長寿命電池による5
分間充電運行と電池リユースの実証研究｣、｢電気自動車/小型電気自動車向け地域交通共同
利用プラットフォームに関する技術開発｣、「EVバス早期普及にむけた充電設備を乗用車と共用
するワイヤレス充電バスの実証研究」、「EV/PHV利用促進プラットホーム事業」及び｢大型トラッ
ク用統合型新HVシステムの研究｣を実施した。
・平成27年度は、「高圧水電解で70MPaの水素を製造する再エネ由来水素ステーション関連技
術の開発・実証」、｢大型路線用燃料電池バスの開発｣、｢燃料電池フォークリフトの実用化と最
適水素インフラ整備の開発・実証事業｣、｢電気自動車/小型電気自動車向け地域交通共同利用
プラットフォームに関する技術開発｣、「EVバス早期普及にむけた充電設備を乗用車と共用する
ワイヤレス充電バスの実証研究」及び「EV/PHV利用促進プラットホーム事業」を実施している。
（2次公募事業の審査段階のため、増える可能性あり。）

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：1,236,779千円

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

平成27年度（当初予算）：1,198,442千円（2次公募事業について、現在審査段階のため、増額する可能性あり。）

平成26年度（執行ベース）：1,466,049千円(一部繰越事業があるため、減額する可能性あり。)

平成25年度（執行ベース）：1,384,48１千円



整理番号 27 府省名 国土交通省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

b)自動車単体規制の取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

自動車排出ガス単体規制

　自動車からの排出ガスに関し、道路運送車両法に基づく型式指定の審査、新規検査等の際に
環境保全上の技術基準の達成状況を確認することにより、大気汚染を防ぎ、環境を保全する。
　具体的には、大気汚染防止法の規定に基づく「自動車排出ガスの量の許容限度」を確保すべ
く、累次の中央環境審議会答申「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について」等を踏ま
え、道路運送車両法に基づく型式指定の審査、新規検査や使用過程車の継続検査等の際に環
境保全上の技術基準を満たしているか確認することにより環境の保全を図っている。

　平成２６年度には、ディーゼル重量車及び二輪車の排出ガス規制を強化すべく、中央環境審
議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第１０次答申及び第１１次答申）」に基
づき、道路運送車両の保安基準（国土交通省令）等の改正に向けて、世界統一基準の国内法規
への導入を進め、ＷＴＯのＴＢＴ協定（貿易の技術的障害に関する協定）に基づく他の締約国へ
の通報等を行った。改正省令等は平成27年７月に公布、施行を行い、平成28年10月以降、逐次
適用される。

②
　ディーゼル重量車及び二輪車の排出ガス規制については、中央環境審議会「今後の自動車排
出ガス低減対策のあり方について（第１０次答申及び第１１次答申）」に基づき、世界統一基準を
国内法規に取り入れた。

③
　ディーゼル重量車については、燃費基準の目標年度が平成27年であることを考慮し、自動車
製作者等の開発スケジュールの輻輳をさけるため、次期排出ガス規制の適用時期を平成28年
以降とした。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：なし

平成25年度（執行ベース）：なし

平成26年度（執行ベース）：なし

平成27年度（当初予算）：なし

　引き続き、道路運送車両法に基づく完成検査、新規検査等の際に環境保全上の技術基準の
達成状況を確認するとともに、今後、軽中量車について、国際基準に対応した排出ガス測定方
法を導入するための国内法規の改正作業をすすめていく。



整理番号 28 府省名 環境省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

b)自動車単体規制の取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

自動車排出ガス・騒音規制強化等の推進

　自動車単体からの排出ガス及び騒音に関し、大気汚染・生活環境に係る環境基準等の達成状
況の改善を図り、大気・生活環境を保全する。

○中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第十一次答申）」（平成
24年８月）等に基づき、自動車排出ガス専門委員会等において、世界統一排出ガス試験サイク
ル等の導入、ディーゼル重量車のブローバイガス対策の国際調和についての検討を行い、それ
らについて、平成27年２月に、中央環境審議会「今後の自動車排出ガス低減対策のあり方につ
いて（第十二次答申）」が答申された。
　また、平成27年６月に同第十次、第十一次及び第十二次答申を受けて、二輪車及びディーゼ
ル重量車について、自動車排出ガスの量の許容限度を改正した。

○中央環境審議会「今後の自動車単体騒音低減対策のあり方について（第二次答申）」（平成
24年４月）に基づき、自動車単体騒音専門委員会等において、四輪車走行騒音規制の国際調
和、近接排気騒音規制の見直し、タイヤ騒音許容限度目標値の適用時期について検討を行い、
それらについて、平成27年６月に、中央環境審議会大気・騒音振動部会自動車単体騒音専門委
員会「今後の自動車単体騒音低減対策のあり方について（第三次報告案）」をとりまとめた。

②
　我が国の走行実態等の調査結果を国連に提出し、そのデータを基に検討が進められてきた。
その結果、我が国の走行実態に即した「世界統一排出ガス・燃費試験方法（WLTP）」が平成26
年３月に、「四輪車の走行騒音に係る新基準（R51-03）」が平成27年６月に採択された。今後、こ
れらの採択された基準の国内導入を進めていく。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：103,148　　　　

平成25年度（執行ベース）：99,960

平成26年度（執行ベース）：179,950

平成27年度（当初予算）：206,798

　答申において課題とされた二輪車の排出ガス低減対策の国際調和、燃料蒸発ガス対策、四輪
車走行騒音規制の見直し及びマフラー性能等確認制度の見直し等について、専門委員会等に
おいて検討を進める。



整理番号 29 府省名 警察庁、経済産業省、国土交通省、環境省

該当重点
検討項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

該当調査内容
項目番号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

①
　エコドライブ活動の推進を目的に、公益財団法人 交通エコロジー・モビリティ財団が主催をす
るエコドライブ活動コンクールにおいて、平成26年度から国土交通大臣賞及び環境大臣賞を下
付している。

　エコドライブの普及推進の施策は、平成22年度まで実施していたエコドライブコンテスト等の継
続的実施や運送事業者による組織的な取組を通じて、多くの事業者の自発的な取組へと拡がり
つつあり、このような取組を継続的に実施・発展させることが重要である。また、運送事業者以外
の民間企業・団体や一般ドライバー等に対してエコドライブの普及を図るための取組が必要であ
る。
　これらの点を踏まえ、引き続きエコドライブの普及推進を図るための各種取組を実施することと
している。

エコドライブの普及推進（関係機関団体と連携した取組）

　警察庁、経済産業省、国土交通省及び環境省で構成するエコドライブ普及連絡会を中心とした
広報啓発活動等により国民の意識向上を図り、エコドライブ普及推進を図る。

・平成26年11月に「エコドライブ推進月間」を実施（平成18年度から継続）。
・平成24年度の「エコドライブ推進月間」を機に、エコドライブの重点項目の見直しを行い、新たに
「エコドライブ１０のすすめ」を策定。
・公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団が主催する「エコドライブ活動コンクール」を後援
（平成23年度から継続）。
・経済産業省及び国土交通省の連携事業において、トラック運送事業者などに対して、エコドライ
ブ管理機器の導入に対する支援を実施（運輸部門におけるエネルギー消費量の31％がトラック
輸送による）。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：なし

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

平成27年度（当初予算）：
・47,842千円（平成27年度低炭素社会づくり推進事業委託業務のうちエコドライブ推進関連）
・5,110,000千円の内数（平成27年度省エネルギー型ロジスティクス等推進事業費補助金）

平成26年度（執行ベース）：
・47,842千円（平成26年度低炭素社会づくり推進事業委託業務のうちエコドライブ推進関連）
・4,467,679千円の内数（平成26年度省エネルギー型ロジスティクス等推進事業費補助金）

平成25年度（執行ベース）：
・29,355千円（平成25年度低炭素社会づくり推進事業委託業務のうちエコドライブ推進関連）
・2,122,622千円の内数（平成25年度省エネ型ロジスティクス等推進事業費補助金）



整理番号 30 府省名 環境省

該当重点
検討項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

該当調査内容
項目番号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

・運輸部門からの全CO2排出量の約5割を占めるとされる自家用自動車からの排出量を抑える
には、環境にやさしいエコドライブの普及推進が極めて重要である。中でも、一般ドライバーに対
する啓発が重要である。
・エコドライブは、従来ドライバーの意識に頼る部分が多かったが、信号情報を活用してエコドラ
イブの実施を支援する技術が開発されつつあること等を踏まえ、高度な情報処理技術を活用し
たエコドライブの推進を進める。

エコドライブの普及推進

　環境省では、エコドライブ普及連絡会の広報啓発活動等のほか、DVD「エコドライブ10のすす
め」の を製作・貸出しや各種イベントを通じた普及活動等により、エコドライブの普及推進を図る。

・平成24年度に、エコドライブ普及連絡会において新たに策定した「エコドライブ１０のすすめ」の
内容を分かりやすく説明したＤＶＤを作成。このＤＶＤについては、平成25年度以降、環境省ＨＰ
に掲載しているほか、希望する団体に対して貸出しを実施中。
また、平成25年6月以降インターネット動画サイトyou　tubeにこれを掲示し、広く閲覧の機会を設
けるよう努めている。
・平成27年５月に開催したエコ＆セーフティ神戸カーライフ・フェスタ2015において、エコカーの試
乗コーナーを設けるとともに、エコカーの普及についての意識調査を行った。また、エコライフ・
フェア2015を始め各種イベントにおいて、関係団体等の協力を得て、エコドライブセミナーの開催
やエコドライブ体験コーナーを設置し、エコドライブの普及推進を図った。
・一般社団法人日本自動車連盟が主催する「エコトレーニング」等を後援（平成27年度も継続）。
・平成25年度より国民運動の中で「エコドライバープロジェクト」を開始。ポスター等広報媒体の
制作、自動車関連代替と連携した新聞広告での告知等を行い普及を推進。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：
・　4,998千円（平成24年度「平成24年度次世代自動車等に対するユーザーの意識に関する調
査」実施業務
・　2,950千円（平成24年度「平成25年度次世代自動車等に対するユーザーの意識に関する調
査」検討・準備

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

平成27年度（執行ベース）：
・　4,579千円（平成27年度「平成27年度次世代自動車等に対するユーザーの意識に関する調
査」実施業務

平成26年度（執行ベース）：
・　4,946千円（平成26年度「平成26年度次世代自動車等に対するユーザーの意識に関する調
査」実施業務
・　3,348千円（平成26年度「平成27年度次世代自動車等に対するユーザーの意識に関する調
査」検討・準備業務

平成25年度（執行ベース）：
・　4,950千円（平成25年度「平成25年度次世代自動車等に対するユーザーの意識に関する調
査」実施業務
・　2,940千円（平成25年度「平成26年度次世代自動車等に対するユーザーの意識に関する調
査」検討・準備業務



第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

①
　エコドライブの普及・定着のための機会の提供等によるエコドライブの推進については、エコ＆
セーフティ神戸カーライフ・フェスタ2015及びエコライフ・フェア2015等、各種の機会をとらえ、シ
ミュレーターによる「エコドライブ度診断」のコーナーを設け、多くの方に実際のエコドライブを体
験していただくとともに、各種パンフレットを配布するなどの機会を提供した。
また、交通の環境負荷低減対策を一層推進するため、信号情報を活用してエコドライブの実施
を支援する技術活用したアイドリングストップ高度化支援システムの実証実験事業を実施した。



整理番号 31 府省名 警察庁

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

公共交通機関の利用促進

　公共性の高い路線バスの利用性を高め、交通渋滞の原因になっているマイカーの利用者をバ
ス利用に転換させることによって、都市における自動車交通量を抑制するため、バス専用・優先
レーン等の設定の交通規制を行うとともに、バス優先の信号制御等を行う公共車両優先システ
ム（PTPS)の整備を図っている。

　PTPSについては、平成26年度末現在、40都道府県（総延長880.5km）で運用されている。

　PTPS等の公共交通優先対策は、公共交通の円滑化と公共交通機関の利便性向上に資する
ことから、引き続き交通実態に応じて必要な整備を推進する。

①
　継続してPTPSの効果的かつ効率的な整備・運用に努めているところ。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：14,516,741千円（内数）　　※地域自主戦略交付金を除く　　　　

平成25年度（執行ベース）：22,444,357千円（内数）

平成26年度（執行ベース）：18,877,796千円（内数）

平成27年度（当初予算）：18,501,194千円（内数）



整理番号 32 府省名 国土交通省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

公共交通機関の利用促進

【目的】
　鉄道やバスの利便性向上、エコ通勤等の普及促進により、運輸部門におけるエネルギー消費
に伴う二酸化炭素排出量を削減する。
【概要】
　鉄道事業における鉄道新線整備（LRTの導入等）や既存鉄道利用促進（乗り継ぎ情報提供シ
ステムの導入等）、自動車事業におけるバス利用促進（BRTやバスロケーションシステムの導入
等）に対する補助や税制優遇措置を行い、地域における公共交通ネットワークの再構築や利用
者の利便性の向上を図る。また、身近な環境対策として、エコ通勤の普及を促進する。

施策等の実施状
況・効果

【税制】
（鉄道新線整備・既存鉄道利用促進）
・都市鉄道利便増進事業により取得する鉄道施設等に係る特例措置
　（鉄道施設等：固定資産税・都市計画税　鉄道・運輸機構が整備したトンネル：固定資産税）
・新規営業路線に係る鉄道施設の特例措置（固定資産税）
・新設された変電所に係る償却資産の特例措置（固定資産税）
・高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる低床型路面電車の特例措置（固定資産税）
・鉄道駅のバリアフリー化促進のためのホームドアシステム及びエレベーターに係る特例措置
（固定資産税・都市計画税）
（バス利用促進）
・バリアフリー対応車両に係る特例措置（自動車重量税、自動車取得税）
【補助事業】
（鉄道新線整備・既存鉄道利用促進）
・都市鉄道整備事業（平成25年度　10件　　平成26年度　10件）
・都市鉄道利便増進事業（平成25年度　1件　　平成26年度　1件）
・幹線鉄道等活性化事業（平成25年度　6件　　平成26年度　5件）
・鉄道駅総合改善事業（平成25年度　4件　　平成26年度　5件）
・地域公共交通確保維持改善事業 （鉄道駅のバリアフリー化、LRT車両・ICカードの導入等）
　（平成25年度　91件　　平成26年度　81件）
（バス利用促進）
・地域公共交通確保維持改善事業（ノンステップバス、ICカード、バスロケーションシステムの導
入等）
　（平成25年度　160件　　平成26年度　152件）

　上記のほか、鉄道・バス等の地域公共交通について、地域公共交通確保維持改善事業におい
て、地域ぐるみの利用促進の取組みに対する支援を実施。　（平成25年度　14件　　平成26年度
59件）
・低炭素に向けた公共交通利用転換事業（平成26年度　2件）
【普及啓発】
1. 通勤交通マネジメント（MMによるエコ通勤）
（1）エコ通勤優良事業所認証制度を創設し、655事業所を認証（平成26年度末時点）



今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

①
　ICカードの導入等情報化の推進、LRT/BRTシステムの導入や乗継ぎの改善等による公共交
通利便性向上のほか、エコ通勤優良事業所認証制度による事業所単位でのエコ通勤の取組み
を推進するとともに、地域独自のエコ通勤推進施策との連携を行うなどの通勤交通グリーン化を
展開した。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：
・都市鉄道整備事業費補助　19,217百万円
・都市鉄道利便増進事業費補助　4,863百万円の内数
・幹線鉄道等活性化事業費補助　919百万円の内数
・鉄道駅総合改善事業費補助　339百万円
・地域公共交通確保維持改善事業　27,970百万円の内数

平成25年度（執行ベース）：
・都市鉄道整備事業費補助　16,815百万円
・都市鉄道利便増進事業費補助　5,287百万円の内数
・幹線鉄道等活性化事業費補助　1,201百万円
・鉄道駅総合改善事業費補助　479百万円
・地域公共交通確保維持改善事業　31,049百万円の内数

平成26年度（執行ベース）：
・都市鉄道整備事業費補助　12,358百万円
・都市鉄道利便増進事業費補助　5,760百万円の内数
・幹線鉄道等活性化事業費補助　1,373百万円
・鉄道駅総合改善事業費補助　492百万円
・地域公共交通確保維持改善事業　37,316百万円の内数
・低炭素化に向けた公共交通利用転換事業　650百万円

平成27年度（当初予算）：
・都市鉄道整備事業費補助　7,588百万円
・都市鉄道利便増進事業費補助　8,845百万円の内数
・幹線鉄道等活性化事業費補助　1,561百万円
・鉄道駅総合改善事業費補助　1,397百万円
・地域公共交通確保維持改善事業　29,009百万円の内数
・低炭素化に向けた公共交通利用転換事業　650百万円

　鉄道やバスの利便性向上・エコ通勤等の普及促進により、引き続き公共交通機関の利用促進を図る。



整理番号 33 府省名 環境省

該当重点
検討項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

該当調査内容
項目番号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

平成24年度（執行ベース）：なし

平成27年度予算額：
　低炭素化に向けた公共交通利用転換事業：650百万円

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

平成26年度予算額（執行ベース）：
　低炭素化に向けた公共交通利用転換事業：469百万円

平成25年度（執行ベース）：なし

①
　排出ガス等の自動車に起因する環境負荷を低減し、運輸部門における二酸化炭素の排出抑
制を図る観点から、地域の交通の実情や地域住民の利便性にも配慮しつつ、マイカーから公共
交通への転換を促進する事業を平成26年度から新たに開始した。

・引き続き公共交通システムの整備・改善と自動車から公共交通への転換を確実に促進するた
めの措置を組み合わせた取組の支援等を進める。

公共交通機関の利用促進

　補助制度等を通じて、マイカーから公共交通への転換を促進し、自動車由来のCO2排出量を
削減する。
　具体的には、公共交通ネットワークの再構築や利用者利便の向上に係る面的な取組を通じて
マイカーから公共交通への転換を図る取組に対して支援を行っている。

・平成26年度は、LRT・BRTの導入等、公共交通ネットワークの再構築や利用者利便の向上に係
る面的な取組を通じてマイカーから公共交通への転換を図る取組を支援する「低炭素化に向け
た公共交通利用転換事業」を開始し、合計2件の補助を行った。
・平成27年度は、「低炭素化に向けた公共交通利用転換事業」を継続し、6月末現在で新たに3
件の補助を実施している。

施策等の予算額
（千円）



整理番号 34 府省名 警察庁、国土交通省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

自転車の安全な利用環境の整備等

　自転車はクリーンかつエネルギー効率の高い交通手段として認識され、健康志向や東日本大
震災後の節電意識の高まり等を背景にその利用ニーズが高まっている。一方、安全面での課題
もあり、自転車通行空間の整備と併せ、全ての道路利用者に自転車の通行ルールを徹底する
など、ハード、ソフトの両面から取組を行い、自転車が安全で快適に通行できるとともに、歩行者
の安全性が高まるような自転車の利用環境を創出することが必要である。

・国土交通省と警察庁にて、平成24年11月に「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
を策定し、自転車ネットワーク計画の作成やその整備等を推進。

・国土交通省と警察庁にて、平成24年11月に「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
を策定し、自転車ネットワーク計画の作成や、自転車道や自転車専用通行帯等の自転車利用
環境の整備を引き続き推進。

　該当なし

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：

平成25年度（執行ベース）：

平成26年度（執行ベース）：

平成27年度（当初予算）：



整理番号 35 府省名 国土交通省、環境省

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づく低炭素まちづくりの推進

　東日本大震災を契機としたエネルギー需給の変化等に対応し、低炭素・循環型社会の構築を
図り、持続可能で活力ある国土づくりを推進する観点から平成24年度「都市の低炭素化の促進
に関する法律」を制定。
　同法に基づき、都市機能の集約化とこれと連携した公共交通機関の利用促進、再生可能エネ
ルギーの利用などに取り組む低炭素まちづくりを推進しているところ。

低炭素まちづくり計画の策定等に対する財政的支援等を行うことにより、低炭素まちづくりの推
進に取り組んでおり、平成26年度末には19都市で低炭素まちづくり計画が策定されている。

当該施策は平成25年度から本格的に実施しており19都市において低炭素まちづくり計画が作成
されたところであるが、引き続き計画の作成や計画に基づく低炭素まちづくりを支援していくこと
が必要である。

　該当なし

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：なし

平成25年度（執行ベース）：
・社会資本整備総合交付金　1,178,560,417（千円）の内数
・先導的都市環境形成促進事業　580,904（千円）の内数
・民間まちづくり活動促進事業　129,940（千円の内数
・集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業　26,582（千円）の内数

平成26年度（当初予算）：
・社会資本整備総合交付金　844,458,000（千円）の内数
・先導的都市環境形成促進事業　415,000（千円）の内数
・民間まちづくり活動促進事業　98,000（千円）の内数
・集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業　253,000（千円）の内数

平成27年度（当初予算）：
・社会資本整備総合交付金　901,800,000(千円)の内数
・災害時業務継続地区整備緊急促進事業　348,000（千円）の内数
・民間まちづくり活動促進事業　　98,000（千円）の内数
・集約都市（コンパクトシティ）形成支援事業　262,500（千円）の内数



整理番号 36 府省名 環境省

該当重点
検討項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

該当調査内容
項目番号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

平成24年度（執行ベース）：＜騒音＞１５,１５１千円　、＜大気＞６９，２８３千円

平成27年度（当初予算）：　＜騒音＞１５,８２９千円、＜大気＞６６，６１１千円

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

平成26年度（執行ベース）：＜騒音＞１７,７２６千円　、＜大気＞５３，３８２千円

平成25年度（執行ベース）：＜騒音＞１５,８８６千円　、＜大気＞５９，４７２千円

④
　自動車騒音常時監視結果は、各地方公共団体及び環境省において毎年公表するとともに、国
立研究開発法人国立環境研究所ホームページ「全国自動車交通騒音マップ」によりWeb上で情
報提供を行っている。

　大気汚染状況測定結果は大気汚染状況報告書として公表するとともに、環境省大気汚染物質
広域監視システム（通称、そらまめ君）によりWeb上で情報提供を行っている。

＜騒音＞
地域内の全ての住居等における騒音レベルを測定することは極めて困難であるため、推計モデ
ルを用いた計算を併用しており、最新の科学的知見を踏まえた推計モデルの更新が必要であ
る。また平成24年度に一層の地方分権（平成23年度までは都道府県及び一部の市：179団体、
平成24年度からは都道府県及び全ての市：859団体（平成25年度：860自治体））が行われたこと
から、適切な実施体制の確保を図ることが必要である。これら課題を克服しつつ、引き続き監視
事務の適切な遂行を図っていくことが重要である。

＜大気＞
二酸化窒素の環境基準達成率は向上しており、また窒素酸化物、浮遊粒子状物質の年平均値
も改善傾向にある。大都市部を中心に未達成局が存在していることから、今後も自動車排出ガ
ス対策を推進する。

監視・観測結果の情報提供

＜騒音＞
都道府県等が自動車騒音対策を計画的に行うために地域の騒音を経年的に監視することが必
要であるとして、騒音規制法第18条（平成12年改正）に基づき、地方公共団体（平成23年度まで
は都道府県及び一部の市、平成24年度からは都道府県及び全ての市）により騒音の監視が行
われている。また監視結果は同法第18条の２に基づき環境省へ報告され、集計結果が毎年公
表されている。

＜大気＞
大気汚染防止法第22条第1項に基づき、都道府県知事等により大気の常時監視が行われてい
る。また常時監視の結果は同法第22条第2項に基づき環境大臣に報告され、集計結果が公表さ
れている。

＜騒音＞
騒音監視事務は平成12年度より取り組まれ、平成25年度には全国179団体において、延長
46,347kmの幹線道路に面する地域における7,209千戸の住居等が評価され、各団体における騒
音対策の一助となっている。また環境省では結果を集計して報道発表（平成25年度集計結果は
H27.3.27付）するとともに、国立研究開発法人国立環境研究所ＨＰに設けられた　「全国自動車
交通騒音マップ（環境GIS 自動車交通騒音実態調査報告）」にて分かりやすく結果を周知してい
る。
（注）http://tenbou.nies.go.jp/gis/monitor/?map_mode=monitoring_map&field=8

＜大気＞
測定結果は大気汚染状況報告書としてまとめられるほか、環境省大気汚染物質広域監視シス
テム（通称、そらまめ君）として広く公表されている。平成25年度末現在の測定局数は全国で
1,895局であり、その内訳は一般環境大気測定局が1,478局、自動車排出ガス測定局が417局と
なっている。

施策等の予算額
（千円）



整理番号 37 府省名 警察庁

重点検討
項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向け
た取組

検討内容の
詳細記号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

　高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進・交通安全施設等の整備

　幹線道路等において、信号機の集中制御化や高度化を行うなど交通安全施設等の整備を進
めることにより交通流の円滑化を図る。

・平成24年度、高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進として約1,700基の信号機の集中制御化を、
交通安全施設等の整備として約1,600基の信号機の高度化（プログラム多段系統化、半感応
化、右折感応化、多現示化）をそれぞれ特定交通安全施設等整備事業（国費補助事業）により
実施した。
・平成25年度、高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進として約2,000基の信号機の集中制御化を、
交通安全施設等の整備として約1,700基の信号機の高度化（プログラム多段系統化、半感応
化、右折感応化、多現示化）をそれぞれ特定交通安全施設等整備事業（国費補助事業）により
実施した。
・平成26年度、高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進として約2,000基の信号機の集中制御化を、
交通安全施設等の整備として約1,800基の信号機の高度化（プログラム多段系統化、半感応
化、右折感応化、多現示化）をそれぞれ特定交通安全施設等整備事業（国費補助事業）により
実施した。
・平成26年度末現在、集中制御された信号機は約73,600基、高度化された信号機は約96,700基
となっている。

⑤
　都道府県警察の交通管制センターにプローブ情報を活用したよりきめ細やかな信号制御シス
テムを導入するための仕様を策定した。今後、プローブ情報の活用による交通流の円滑化が期
待できる。

施策等の予算額
（千円）

平成24年度（執行ベース）：14,516,741千円（内数）　　※地域自主戦略交付金を除く　　　　

平成25年度（執行ベース）：22,444,357千円（内数）

平成26年度（執行ベース）：18,877,796千円（内数）

平成27年度（当初予算）：18,501,194千円（内数）

　高度道路交通システム（ＩＴＳ）の推進及び交通安全施設等の整備は、交通流の円滑化に資す
ることから、引き続き、計画的・効果的な整備を推進する。



整理番号 38 府省名 環境省

該当重点
検討項目番号

③排出ガス、騒音などの自動車に
起因する環境負荷の低減に向けた
取組

該当調査内容
項目番号

c）エコドライブや公共交通機関利用の促進
等交通の環境負荷低減対策や未然防止対
策などの総合的な取組

施策等の名称

施策等の目的・概
要

施策等の実施状
況・効果

今後の課題・方向
性等

第１回点検（平成25
年）で指摘した今後
の課題に対応した

進捗状況

①
　平成23年３月に変更した総量削減基本方針に基づき、関係行政機関及び関係都府県との連
携のもと、車種規制や基準適合車転換促進、エコドライブの普及啓発、交通流対策、交通需要
マネジメント、局地汚染対策に係る調査検討などの取組を展開してきた。また、地球温暖化防止
にも資する施策として、中小運送業者の保有する排ガス性状の劣る長期経年車のトラックにつ
いて、燃費性能の優れた環境対応車への代替を促進する補助事業を26年度より実施している。

○自動車NOx･PM法では、国は総量削減基本方針を定め、関係8都府県は総量削減計画を策
定することとされている。
○平成23年３月に変更した総量削減基本方針に基づき、「平成32年度までに対策地域において
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る大気環境基準を確保する。ただし、平成27年度までに
監視測定局における環境基準を達成するよう最善を尽くす。」との目標の達成に向けて、関係行
政機関及び関係都府県との連携のもと、車種規制や基準適合車転換促進、エコドライブの普及
啓発、交通流対策、交通需要マネジメント、局地汚染対策に係る調査検討などの取組を展開し
てきた。
○関係８都府県においては、平成25年８月までに総量削減計画を変更し、独自の流入車規制の
実施も含め、各都府県における排出削減目標の達成に向けて各種取組を実施しており、各都府
県域における自動車自動車NOx･PMの排出量は減少傾向にある。
○平成32年目標である「対策地域における大気環境基準の確保」を評価する手法について、数
値計算と実測とを組み合わせた方法を今後確立する必要があることから、平成26年度より調査
検討を行っている。

平成27年度（当初予算）：１２５，８１０

施策等の予算額
（千円）

○目標達成に向けて、各種の自動車排出ガス対策を推進していくが、とりわけ自動車交通量が
多いことなどにより、長期にわたり二酸化窒素等に係る環境基準が未達成である局地における
対策が重要となっている。
○平成32年目標である「対策地域における大気環境基準の確保」を評価する手法を確立すると
ともに、これにより明らかとなる高濃度汚染の可能性がある地域における対策の検討が課題に
なると考えられる。

平成24年度（執行ベース）：１１２，３１１

自動車NOx・PM法に基づく自動車排出ガス対策の推進

「大気環境保全に関する取組」
に係る関係各府省の自主的点検結果（調査票）

○自動車排出ガスによる大気汚染については、自動車の交通が集中し、大気汚染防止法に基
づく措置のみでは環境基準の達成が困難である大都市地域（対策地域）について、自動車NOx・
PM法に基づき対策を講じることにより、大気汚染に係る環境基準の達成を目指す。

平成26年度（執行ベース）：１１３，７９４

平成25年度（執行ベース）：１１９，１６９


